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要旨 

本研究は、技術の断絶期に、多くの新規企業が次世代技術を用いて市場参入しようとす

る中で、既存企業が防御するためには、どのような技術を選択すべきかを明らかにするこ

とを目的として進められた。 

二次電池業界を分析した結果、既存企業が防御に成功するための要因としては、技術選

択よりも、選択された技術のポートフォリオマネジメントが重要であることが明らかにな

った。どの次世代技術が主流になるかが不透明な段階で、いずれかの技術に絞り込むこと

は判断を間違えた場合に失うものが大きすぎる。そのため、複数の技術を手がけざるを得

ない。その代わり、主流技術が明らかになった段階では、それら複数技術ごとの開発目的

を明確するとともに、経営資源を大幅にシフトできるようなポートフォリオマネジメント

が必要となる。このような技術ポートフォリオマネジメントを行うことができる背後には

組織マネジメントがある。主流技術の見通しが不透明な段階では、各技術の開発に関して

自律的に意思決定できるような組織マネジメントが必要であるが、見通しが立った段階で

は各技術を統合して意思決定する組織マネジメントが必要である。このように段階に応じ

て組織マネジメント方法を変更できれば、既存企業が防御に成功する可能性が高まるとい

える。 
                                          

本稿の第 2 章「二次電池業界のケース」は、経済産業省『技術経営人材育成プログラム導入促進事業』の
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第 1章 研究目的 
 

1.1 問題意識と研究目的、研究内容 

「既存企業よりも新規企業の方がイノベーションを起こしやすい」、あるいは「新規企業

の方が有利である」などとよく言われる。しかし、新規企業対既存企業という分類で分析

することに、どれだけの意味があるのだろうか。新規企業、既存企業それぞれを一緒くた

にしてしまっては、企業が技術戦略を検討する上での示唆にはなり得ない。なぜならば、

新規に参入しようとする企業はどうすれば成功するのかを、あるいは既存企業はどうすれ

ば防御できるかを知りたがっているからである。事実、新規企業の中でも、参入に成功し

た企業もあれば、駆逐されてしまった企業もある。また、既存企業の中にも、シェアを奪

われた企業もあれば、リーダー企業として君臨し続けている企業もある。 

本論文に先立って、「新規企業の参入の成否を分ける要因」の研究を行い、ワーキングペ

ーパー（IIR ワーキングペーパーWP#05-16、2005.7.13、以下、「前論文」と称する）に著し

ている。そのため、本論文では「既存企業の防御の成否を分ける要因」を明らかにするこ

とを目的とする。また、「新規企業の参入の成否を分ける要因」の研究と同様に、次世代技

術の選択に着目した分析を行う。 

 

1.2 研究方法 

 研究目的を鑑みると、統計分析による方法よりも事例研究がふさわしいと考える。なぜ

ならば、技術選択に至った背後にあるメカニズムを解明するためには、当該企業が意思決

定に至るまでの行為の連鎖や、競合企業や市場との相互作用から紐解かなければならない

からである。統計分析では、これらのメカニズムはブラックボックスのままである。 

 そして、事例研究対象としては二次電池業界を選定した。選定理由を一言で述べると、

技術と市場との関係がシンプルであるため、研究結果に汎用性を持たせることができるか

らである。その他の理由については、前論文を参照いただきたい。 

本研究では、まず新聞、雑誌、カタログ、社史、広報資料等の入手可能な資料を丹念に

調べ上げ、二次電池メーカー、及び二次電池業界を取り巻く環境で生じた事実を時系列に

まとめた。そして、その中で成否を分ける要因、あるいは技術選択に至った要因になると

思われる事実に着目し、文献や資料で掘り下げて調査するとともに、実際に二次電池メー

カー、あるいはアプリケーション側の担当者を訪問してインタビュー調査を行った。 

 

1.3 論文の構成 

 ここでは前論文との関係を説明する。前論文ではまず第二章では先行企業と既存企業の

イノベーションや競争戦略に関する先行研究の批判的検討を通じて、本論文に活用できる

主張と不足している点を明らかにした。具体的には、S字曲線をベースとしたイノベーショ

ン戦略を再認識させたリチャード・フォスター（Richard N. Foster）、既存企業のイノベーシ
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図 1-1 論文構成 

二次電池業界における分析
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研究対象業界の選定
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成否を分ける要因

既存企業の防御の
成否を分ける要因

第2章 第3章

第4,5章

本論文の範囲

 

ョンが進まない理由を論理的、実証的に解明したジェームス・アッターバック（James M. 

Utterback）、およびクレイトン・クリステンセン（Clayton M. Christensen）の論文を検討した。

また、第 3 章では二次電池業界の事例を紹介した。そして、第 4 章で、二次電池業界の事

例を用いて、新規企業における参入の成功要因を分析した。 

本論文は、第 6 章以降に相当するともいえる（図表 1-1）。前論文の先行研究、及び二次

電池業界のケースを受けて、既存企業である三洋と松下電池との間に市場成果の差異をも

たらした要因を分析した。そのため、本論文をお読みになる前に、前論文の第 2 章、及び

第 3章を一読していただきたい。また、第 4章と第 5章についても、一読いただいた方が、

本論文の理解が進むものと思われる。 
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第 2章 二次電池業界のケース（要約） 
 

 二次電池に関する基本知識、及び二次電池業界のケースは前論文に詳しく説明している。

そのため、ここでは要約のみ記載する。 

 

2.1 二次電池とは 

二次電池とは充電池のことである。我々が日常生活でよく目にするマンガン乾電池、ア

ルカリ乾電池など、使い切りの電池を一次電池と呼ぶのに対して、充電することで繰り返

し使用することのできる電池を二次電池と呼ぶ。当初は使いきりの一次電池と比較した経

済性に注目が集まっていたが、その後の性能向上競争によって、最終製品のバッテリーの

持続性、商品の小型・軽量化などといった機能向上にも多大な寄与をするようになった。 

二次電池に最も求められる性能はエネルギー密度である。エネルギー密度とは、単位体

積当たり、あるいは単位重量当たりの電力容量のことをいう。電力は電池内部で、正極、

負極それぞれの活物質と電解液が電気化学反応を起こすことで生じるため、正極、負極、

電解液の材料開発が鍵となる。 

 これら正極、負極、電解液の材料開発とともに二次電池は進化を遂げ、現在までに鉛蓄

電池、ニッケルカドミウム電池（以下、ニッカド電池）、ニッケル水素電池、リチウムイオ

ン電池というように発展し、エネルギー密度を高めていった（図 2-1）。 

 

2.2 日本における二次電池業界の形成 

二次電池の歴史は 1859年にまでさかのぼる。同年にフランスのプランテが鉛と希硫酸を

使用した鉛蓄電池を開発し、その 40 年後の 1899 年に、スウェーデンのユングナーによっ

て酸化ニッケルとカドミウムを使用したニッカド電池が開発された。日本における二次電

池の歴史は三洋が 1962年にニッカド電池の国産化に成功したことで始まる。三洋と並ぶ二

次電池の老舗メーカーである松下電池は 1959年に二次電池の研究を開始している。両社は

製品改良、生産性向上を進め、1990 年代中に世界のニッカド電池需要の 9 割以上をこの 2

社が供給するまでになった1。 

 

2.3 ニッケル水素電池の登場と東芝電池における事業化 

 80 年代後半から、情報化の高まりを背景とした小型・軽量のモバイル情報端末の出現や

家電製品のコードレス化の進展などにより二次電池により長い持続時間が求められるよう

になってくると、ニッカド電池の性能向上ではいずれ限界に達することが明らかになって

きた。ユングナーがニッカド電池を開発して以来、100年近く画期的な技術革新がみられな

かった二次電池業界に、次世代の二次電池開発が急務となったのである。 

 この世代交代時期にタイミングを合わせて参入を試みたのが東芝である。東芝は 81年よ

                                                  
1 『週間東洋経済』1996.7.27 
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図 2-1 二次電池業界の技術の断絶期と S字曲線 
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ある企業の実際のデータをもとに作成。守秘義務の関係上、意図的に大雑把に描写している。

また、同様の理由からエネルギー密度の目盛りを割愛している。

り、東芝総合研究所（現・東芝研究開発センター）にて新たな負極材料の開発に取り組ん

だ。そして、フィリップス社が 1969年に発見したランタンニッケル（LaNi5）をベースにし

て、5 年間で 300 種類以上もの合金を試作した結果、1985 年には実用に耐え得る容量と寿

命を持つ水素吸蔵合金の開発に成功した2。 

その研究状況が 1984年に電池技術委員会が主催する電池討論会で「水素急増合金の電極

特性」というテーマで発表されると、次世代二次電池開発の方向性が決定づけられ、他社

も含めて開発が加速されることになった。その結果、東芝は水素吸蔵合金電極の開発では

三洋、松下電業に先行したものの、皮肉なことに商品化は三洋、松下電池の 1990年に対し

て東芝電池は 1991年と、僅かながら遅れをとることになった。 

研究所で開発されたニッケル水素電池を事業化する役目を担ったのが、一次電池を手が

けていた東芝電池であった。東芝電池は生産規模の拡大を進め、1993 年には当時としては

世界一の規模を誇る専用工場を完成させた3。その結果、1992年に 23％だったニッケル水素

電池のシェアは 1994年には 34％に拡大し、一時的ながら三洋、松下電池を抜いてトップに

躍り出た。こうして東芝電池は三洋、松下電池とともに、ニッケル水素電池市場で 3 社寡

占状態を形成するまでになったのである。 

 

2.4 リチウムイオン電池の登場とソニーにおける事業化 

ニッケル水素電池市場で三洋、松下電池、東芝電池が競争を繰り広げているときに、業

                                                  
2 東芝のニッケル水素電池開発過程は、神田、鈴木、佐々木、和田、小知和 (1996)、及び独立行政法人科
学技術振興機構知的財産戦略室長神田基氏（受賞当時・東芝当時東芝研究開発センター材料・デバイス研

究所・研究第二担当ラボラトリーリーダー）へのインタビュー（2003.12.16）、及び一橋大学イノベーショ
ン研究センターにおける講演（2004.2.13）をもとに作成した。 
3 神田、鈴木、佐々木、和田、小知和 (1996) 

 4



界地図を変えることになる技術が開発されていた。ソニーが 1990年に開発し、翌年に量産

化を実現したリチウムイオン電池である。それまで全く二次電池を手がけていなかったソ

ニーが既存二次電池メーカーに先駆けて開発に成功したのである。 

三洋、松下電池、東芝電池などの二次電池メーカーはニッケル水素に変わる二次電池と

して 80 年代より負極に金属リチウムを用いた二次電池の開発を進めていた。というのは、

金属リチウム電池は理論的には最大級のエネルギー密度が期待できるからである。しかし

金属リチウムは水と反応すると発火するなどの安全面に問題があった。そのため、電池メ

ーカー各社は、「リチウム系の二次電池が商品化されるのは、ずっと先のことだと考えてい

た4」のである。一方、ソニーはアルミニウムの代わりに炭素質材料に着目し、負極材料の

開発に取り組んだ。さらには正極、電解液の開発を進め、結果としてリチウムを常にイオ

ン状態に保つことがで、安全面での課題を克服することに成功した。 

開発当初はビデオカメラが主要用途であったリチウムイオン電池だが、その後ノートパ

ソコンという巨大市場を取り込むことになった。1980 年代半ばから市場に浸透し始めたノ

ートパソコンは、1989 年に東芝から重量 2.7 キログラムの「ダイナブック」が発売される

と市場拡大に一気に火がついた。1993 年になるとリチウムイオン電池の市場拡大の見込み

が明らかになり、ソニーは増産を決定した。三洋と松下電池はというと、1994 年になって

ようやく量産化に漕ぎ着けた。 

 

2.5 リチウムイオン電池競争の第二ステージ（円筒型対角型） 

 ソニーの後塵を拝していた三洋がついに動き出した。三洋の秘策は、エネルギー密度の

向上ではなく、形状での差別化であった。二次電池はアプリケーションごとに形状が異な

っている。ビデオカメラやノートパソコンには円筒型、携帯電話には角型が使用される。 

ソニーが円筒型のリチウムイオン電池でノートパソコン市場を席巻したのに対して、三

洋は携帯電話市場に照準を合わせた角型電池での巻き返しを図った。角型は円筒型に比べ

てスペースの無駄が省けるため、携帯電話にはうってつけだったからである。 

 ちょうどその頃、日本国内の携帯電話市場は郵政省（現・総務省）が始めた自由化政策

の恩恵を受けることになった。海外でも欧州で 1992 年より GSM というデジタル携帯電話

の規格のサービスが開始されたことで市場が急拡大した。 

このような市場環境のなか、1996 年に三洋は外装材を従来の鉄からアルミニウムに変え

た角型電池を開発して、他社製品と比較して 30％もの軽量化に成功するとともに5、生産能

力を月間 500万個に引き上げ、その 40％角型電池に振り向けた6。加えて松下電池など他社

メーカーが外装材のアルミ化に遅れたこともあり、角型リチウムイオン電池ではダントツ

のトップシェアに躍り出た。その結果、1999 年に、国内生産量シェアでついにソニーを逆

転することに成功した（図 2-2）。 
                                                  
4 既存メーカー関係者へのインタビュー（2004.5月）による。 
5 日経産業新聞 1996.6.5 
6 日経産業新聞 1996.11.7 
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図 2-2 リチウムイオン電池国内生産量シェア（数量ベース） 
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出所：日経産業新聞に掲載の「点検シェア攻防：本社 100品目調査」のデータをもとに作成

 

2.6 三洋がしかける二次電池業界の再編と松下電池の低迷 

ニッカド電池、ニッケル水素電池、リチウムイオン電池でトップシェアに立った三洋は、

次なる一手を仕掛けた。2000 年には東芝電池からニッケル水素電池事業を買収することを

発表した。さらに 2002年には携帯電話向け角型電池に強いGSメルコテックの発行済み株式

の 51％を譲り受け、経営権を取得した。このような積極投資の結果、三洋の 2003年度の市

場シェアは、ニッカド電池が 39.7％、ニッケル水素電池が 45.6％、リチウムイオン電池が

25.7％と、すべての電池でトップシェアになっており、圧倒的な強さを見せつけている（図

2-3）。シェアだけではない。三洋にとっての二次電池事業は、最大の利益原になっている7。 

一方、かつては三洋とともに二次電池の世界市場を二分していた松下電池は、三洋のよ

うな機動的な投資を行うことができず、徐々にシェアを低下させている。2003 年の市場シ

ェアはニッカド電池で 13.0％（3位）、ニッケル水素電池は 16.3％（3位）、リチウムイオン

電池は 10.8％（4位）となり、厳しいポジションに甘んじている（図 2-3）。 

 以上で説明した各社の技術選択や、その他の行動は、表 2-1にまとめている。 

                                                  
7 2003年度の三洋における電池事業は、売上構成比が 13.2％のところを、営業利益の構成比は 22.0％を占
めている。電池事業の中には利益率の低い太陽電池も含まれているので、二次電池に限定すれば、さらに

利益率はかさ上げされると考えられる。ちなみに 2004年度からは、電子デバイス部門（半導体、液晶パネ
ルなど）と統合したコンポーネント部門としてセグメント情報が提供されているため、二次電池の財務成

果を判断することはできなくなった。 

 6



図 2-3 2003年の電池別市場シェア 
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表 2-1 電池メーカー各社の年表 
東芝  

東芝電池（NiMH） A&TB（Li-ion） 
三洋 松下電池 ソニー 

1990   NiMH を商品化。 NiMH を商品化。 Li-ionの開発。 

1991 

NiMH の商品化に成
功。 
150 億円かけ高崎工
場を月産 300 万個体
制計画。 

東芝社内に「リチウム

イオン二次電池推進

室」を設置。 
旭化成との共同開発

に合意。 

66億円かけ NiMH
を月産 300 万個体
制計画。 

月産 50 万個体制
を構築。 

円筒型 Li-ion を量
産、商品化。 

1992 
米国デュラセル社、独

ファルタ社と提携し海

外販路を獲得。 

A&TBを設立。 
Li-ion の開発に成功
し、角型を商品化。 

月産 240万個体制
を構築。   

1993 
当時世界一の規模の

専用工場棟が高崎工

場内に完成。 

月産 10 万個から 50
万個へと拡張計画。  月産 330万個体制

を構築。 

月産 70 万個から
100 万個へと拡張
計画。 

1994 一時的ながら、トップ

シェアに。 
50 億円をかけ月産
160万個へ拡張。 

円筒型 Li-ionの商
品化、同時に角型

も追加。月産 100
万個体制を計画。 

円筒型 Li-ionの商
品化。月産 100 万
個体制を計画。 
NiMH は月産 500
万個、95年は 1000
万個を計画。 

月産 200万個体制
を構築。 

1995 月産 2000万個体制を
計画。    

30 億円かけ月産
400 万個体制を計
画。 

1996 月産 1300万個を超え
る。  

角型 Li-ionの外装
材にアルミニウムを

用いて軽量化、月

産 500 万個体制を
構築しうち 40％を
角型に。 
NiMHも 2000万個
体制へ拡張計画。

  

1997  

円筒型へシフトする方

針を打ち出す。 
月産 600 万個に引き
上げ、うち 6 割を円筒
型に。 

  角型リチウムイオン

電池の商品化 

1998      

1999  
角型 Li-ion の「アドバ
ンストリチウムイイン電

池」を商品化。 

ソニーから Li-ion
のトップシェアを奪

取。 

薄型のリチウムポリ

マー電池を商品

化。 

薄型のリチウムポリ

マー電池を商品

化。 

2000 
NiMH 事業から撤退
し、三洋に 100億円で
売却することを決定。 

旭化成が保有する

A&TB の株式をすべ
て買い取る。 
生産能力の拡張計画

は行なわず。 

角型 Li-ion でリチ
ウムポリマーと同等

の薄さを実現。 
角型 Li-ionで月産
2000 万個体制を
計画。 

月産 1500 万個体
制を計画 （ 角型

Li-ion）。 

角型 Li-ionが月産
1200 万個体制を
維持し、リチウムポ

リマーを月産 370
万個へ拡張計画。

2001  二次電池事業の組織

再編。 
商品別から機能別

へ組織改正。   

2002   GS メルコテックの
経営権を取得。   

2003  

「アドバンストリチウム

イイン電池」を中心に

角型の生産能力を 2
割拡張計画。 

月産 5800 万個体
制に大幅拡張計

画。 
  

2004  Li-ionからの撤退を発
表。  

月産 3800 万個体
制へ拡張計画。 
NiMH と Li-ion を
同一組織に統合。 

リチウムポリマーを

中心に生産能力拡

張。 

出所：新聞記事、雑誌記事、各社のプレスリリースより作成 
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第 3章 既存企業の防御の成否を分ける要因 
 

 第 2 章のケースからも分かるように、三洋、松下電池という既存企業の両社はリチウム

ウイオン電池への参入に遅れ、しばらくの間、ソニーの独占状態を許すことになった。そ

の後、三洋は猛烈な勢いでソニーを追い上げ、1999 年にはシェアを逆転することに成功し

た。ニッケル水素電池、ニッカド電池も手を緩めることはなく、現在は 3 種類の二次電池

でシェアトップに君臨している。一方の松下電池は、3 種類の電池ともシェアを減少させ、

トップ企業に大差をつけられてしまっている。ニッケル水素電池に至っては、2004 年に国

内生産からの撤退を決断した。以下において、三洋と松下電池の事例を分析することで、

既存企業の防御の成功要因を明らかにしたい。まず、三洋と松下電池の技術選択上の違い

を明らかにし、その後、技術選択の違いをもたらした背景にある根本的な要因を検討する。 

 

3.1 三洋と松下の技術選択の違いとその背景 

 まず、三洋と松下電池の技術選択の違いを、選択した技術の種類、および選択した時期

に関して整理し、その背景を考える。 

 

3.1.1 選択した技術の種類の違い 

 両社の選択した技術に違いは見られない。三洋も松下電池も次世代技術としてニッケル

水素とリチウムイオンの電池の両方を選択した。 

幅広い技術を選択するという既存企業の行動はある意味で合理的だと考えられる。とい

うのは、複数の次世代技術のうち主流になるものが明確であれば話は簡単であるが、これ

まで世に存在していなかったものを予測することは極めて困難である。そのような場合に、

どちらかの技術に特化すれば、成功した時の投資効率は高くなるが、他の技術が主流にな

ってしまった場合はこれまで築き上げてきた事業基盤を失いかねないからである。つまり、

三洋と松下電池がニッケル水素電池とリチウムイオン電池の両方を選択したということは、

高すぎるリスクを軽減するために、両技術でのプレー権を留保した行動といえる。 

実はフォスターも同じようなことを述べている。日本では既存の大企業が新技術を取り

込み、ますます強くなる傾向にある理由として、「日本企業は競争に敗れれば社員もろとも

撃沈されるという潜在意識があるため、色々な技術に広く浅く手を出す8」と推測している。 

 

3.1.2 選択した時期の違い 

 両社においては、技術選択をした時期にも違いが見られない。ニッケル水素電池の商品

化は両社とも 1990年、リチウムイオン電池は両社とも 1994年である。 

しかし、これも合理的な行動の結果といえよう。というのは、その時期に参入した理由

を考えてみればわかる。1990 年にニッケル水素電池に参入したのは、東芝電池（東芝）の

                                                  
8 Foster(1986) 

 9



神田氏が 1984年に行った水素吸蔵合金の学会発表が関係している。この学会発表によって、

ニッカド電池の次はニッケル水素電池だという流れが出来上がり、三洋、松下電池の開発

が加速したのである。1994 年にリチウムイオン電池を商品化したのも、ソニーの躍進を見

て、リチウムイオン電池市場が拡大する可能性を感じたからである。つまり、両技術の選

択とも新規企業の出方を伺ってから実行しているのである。このような行動は、ゲーム理

論にてヨットレースを引き合いに出して説明されている。ヨットレースでは、リードして

いるヨットは、追ってくるヨットの針路を真似することが多いという。なぜならば、真似

をしている限りは差が縮まることがないからだ9。二次電池業界で言えば、既に業界で支配

的な地位にある三洋と松下電池は、リスクを犯して自らが先に行動を起こす理由はない。

追ってくる新規企業の技術選択を見てから行動を起こせば間に合うのである。 

 

3.2 既存企業の失敗要因、及び三洋と松下の差をもたらした要因 

 三洋も松下電池も、最善とはいえないかもしれないが、合理的な技術選択を行った。そ

れにも関わらず、なぜソニーに大幅な遅れをとることになったのであろうか。また、両社

とも同じ技術選択をしたにも関わらず、なぜ事業成果に違いが生じたのであろうか。 

 1 つ目の疑問、つまり両社ともにソニーから大幅に遅れをとった要因を分析することは、

本章の目的からずれると思われるかもしれない。なぜならば、本章の目的は既存企業の成

否を分ける要因を分析することであって、新規企業が既存企業よりも有利である要因を分

析するわけではないからである。しかし、三洋と松下電池が出遅れた要因は両社で異なっ

ており、その違いが、2つ目の疑問、つまり両社の事業成果の違いに影響を与えているため、

触れておくべきだと考える。 

 

3.2.1 ソニーに大幅な遅れをとった根本的な要因 

 ソニーに大幅に遅れをとったことに対する理由としては、新規企業の参入の成否を分け

る要因を分析した前論文である程度は説明したように、リチウムイオン電池が能力破壊型

技術であったことが挙げられる。しかしながら、両社は 1994年の参入以後でもリチウムイ

オン電池への積極投資の姿勢が見られなかった。例えば、三洋はニッケル水素電池へ参入

した時には、翌年には月産 300万個体制を計画したが、リチウムイオン電池に参入した 1994

年は月産 100万個体制からスタートし、本格的に投資を強化したのは 1996年のことである。

松下電池に至っては 1999年まで投資強化を行なった形跡は確認できない。この要因につい

て考えてみたい。 

先に、ゲーム理論におけるヨットレースの説明をしたが、実はこの理論が成立するのは

競争相手が一隻の場合のみなのである。二隻のヨットがあるとき、一隻が右に舵を切り、

もう一隻が左に舵を切った場合は、先行しているヨットは真似することができなくなって

しまうからである。90 年代の二次電池業界は、まさにこのような状況であった。追ってく

                                                  
9 Dixit and Nalebuff (1991) 
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るヨットの一隻がニッケル水素電池を選択し、もう一隻がリチウムイオン電池を選択した。

このような状況を切り抜ける唯一の手段は、初期段階において、経営資源を 2 倍用意する

ことである。東芝電池に対応するためのニッケル水素電池への投資原資と、ソニーに対応

するためのリチウムイオン電池への投資原資を用意できれば良い。もちろん、投資効率は

低下する。しかし、この分はオプション料である。主流技術が明らかになった時に、オプ

ション料を支払い、つまり一方の事業を縮小して、他方を強化すればいいのである。 

 この段階で、松下電池はミスを犯したと考えられる。松下グループの事業部制は独立採

算の原則が貫かれている。そこでは、事業部長に担当分野の製品開発から生産、販売、収

支に至るまで、すべての運営権限が委ねられ、事業部長は事業部単位の損益計算書とバラ

ンスシートをにらみながら、あたかも中小企業の社長であるかのように「経営」し10、投資

原資も自分の事業部で稼ぎ出さなければならない。松下電池のリチウムイオン電池事業は

1997 年まではリチウム電池事業部（リチウム一次電池とリチウムイオン電池を扱う）で手

がけられた（図 3-1、本章末尾掲載）。リチウム一次電池は乾電池（マンガン乾電池やアル

カリ乾電池）に比べると市場規模は半分程度である11。そのため、リチウム電池事業部が稼

ぎ出すキャッシュも限られてしまう。もちろんリチウムイオン電池の研究開発は、研究開

発部門において共通費で行われるが、製品開発投資や工場投資は事業部のキャッシュで実

施しなければならない。 

一方の三洋は経営資源の投入が十分に行われた形跡がある。三洋の設備投資は「減価償

却＋利益」の範囲に収めるというガイドラインがあったが、1990年 12月の第二次中期計画

では二次電池などの重点事業には「減価償却＋利益」の範囲を超えて集中投資を実施する

ことが謳われた。つまり、技術の断絶期において、複数の技術を選択するだけの投資原資

を用意できたと考えられる。それにも関わらず、三洋も松下電池と同様にリチウムイオン

電池の商品化に出遅れたのは、三洋は別のミスを犯したと考えられる。事実関係を確認す

ることができなかったため、このことはあくまでも想定であるが、理由は以下の通りであ

る。 

 三洋の組織運営方法は事業本部制であった（図 3-2、本章末尾掲載）。第二次中期計画の

発表で、井植敏社長が「本部長は分社の社長とする」と発言し、「事業本部＝分社」という

考え方を明示した。これは 1993年度から実施される中期経営改革で「事業本部の分社化」

として本格的に推進された。このような分社体制の推進に当たっては、本部長の利益責任

と事業権限が特に強化された。事業本部は担当する各事業を商品分野別に成長戦略、育成

戦略、撤退戦略事業の三つに区分し、特化・集中の徹底による収益の改善に努めていくこ

とが明示された12。このような組織運営が合理的に行われれば行われるほど、リチウムイオ

                                                  
10 『日経ビジネス』1992.12.14 
11 （社）電池工業会の調べでは、一次電池の市場規模（金額ベース）に占めるリチウム一次電池の割合は
3割程度である。 
12 三洋電機株式会社コーポレートコミュニケーション部編 (2001) 
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図 3-3 三洋、松下電池の電池別売上高推移 
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市場規模×各社の市場シェアで算出。市場規模が売上ベース、金額ベースで、市場シェアが出荷ベース、数量ベース

であるため整合していないが、売上ベースと出荷ベースの違いは、短納期という業界特性を考えれば、無視しうる程

度である。また、二次電池は製品差別化が困難であるため、企業による市場価格の違いも少ないと考えるため、金額

ベースと数量ベースの違いも無視しうる程度と考える。 

ともに、IT総研（2003）のデータを使用。

ン電池の黎明期には、逆作用をもたらしたと考えられる13。というのは、90年代初期におい

ては、リチウムイオン電池市場の将来予測は、誰にもできない状況であった。そのような

状況では、リチウムイオン電池への投資を抑制し、反対に市場が確実であるうえ設備投資

額も相対的に少なく、高いROIが期待できるニッケル水素電池に投資原資を振り向けること

になるであろう。事実、三洋がリチウムイオン電池への参入をにおわせたのは、1993 年に

なってからである14。つまり、ソフトエナジー事業本部の投資原資の多くがトワイセル事業

部に割り振られ、リチウム電池事業部へは事業化に必要な額が割り振られなかったと考え

られる。 

 既存企業が複数の技術を選択して成功するためには、初期段階で、多額の投資が必要に

なると同時に、不確実な技術にも十分な投資が行われるようなポートフォリオ戦略が必要

となる。しかしながら、そのような微妙な投資配分を判断することが難しい。そのため、

不確実性の高い技術開発は独立性・自立性を高める必要がある。松下電池の場合は、独立

性・自立性は高かったものの、十分な投資原資を確保できなかった。一方の三洋は十分な

投資原資を確保できたものの、独立性が低かったために、その事業に投資原資が回らなか

ったといえるだろう。 

 

3.2.2 三洋と松下電池との事業成果の差をもたらした背景 

 このように、理由は異なるものの、両社とも同じようにリチウムイオン電池への参入が

                                                  
13 既存の大企業が合理的にすればするほどミスを犯す要因はChristensen (1997)に詳しい。 
14 三洋の大平泰央常務が「年内には正式に参入を発表するかもしれない」と語った。（日経産業新聞
1993.10.13） 
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図 3-4 主要アプリケーション市場の動向（世界ベースの生産台数推移） 

世界ベース生産台数推移（1997年＝100％）

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

400%

450%

1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

携帯電話機

ノートパソコン

1997年を100としている

 

出所：日経マーケット・アクセス(2003)をもとに作成

遅れてしまった。しかし、同じであったのは参入時期までであり、その後は徐々に事業成

果の違いが現れ始めた。この要因を考えるにあたっては、両社の事業成果の違いが顕著に

現れ始めた 2000年前後の状況（図 3-3）から紐解いてみたい。 

 2000年に生じた環境変化は ITバブルの崩壊である。ITバブル崩壊によって、それまで急

拡大していた情報通信市場やデジタル家電市場が急停滞した。二次電池の用途先市場であ

るノートパソコン市場や携帯電話市場も例外ではなかった。この影響は最終的に部品メー

カーにしわ寄せがきた。セットメーカーや EMSからのキャンセルが相次ぎ、部品メーカー

は軒並み業績悪化を強いられた。図 3-3を見ると、松下電池も ITバブル崩壊の影響を受け、

リチウムイオン電池、ニッケル水素電池ともに売上高を激減させている。しかしながら、

三洋は売上高を維持することができている。この要因を分析するために、ノートパソコン

市場よりも落ち込みが大きかった携帯電話市場の状況を考察する（図 3-4）。 

 2000 年時点の携帯電話市場では、リチウムイオン電池の使用率は 45％程度であった15。

つまり、リチウムイオン電池とニッケル水素電池で市場をほぼ等分していた。しかし、各

電池の主要市場（地域）は異なっていた。リチウムイオン電池の採用が最も進んでいたの

は日本市場であり、リチウムイオン電池搭載機種でなければ売れない状況であった16。それ

に対して海外市場ではミドル・ローエンド機種も多く、ニッケル水素電池の需要も強かっ

た17。では、2000年時点の日本市場、海外市場はそれぞれどのような状況であっただろうか。

日本市場では 1999年にｉモードサービスが始まり消費電量が増えたにも関わらず、2000年

には小型化・軽量化が最も進んだ。また折畳み式の普及やカラー液晶の搭載などが控えて

おり（図 3-5）、リチウムイオン電池に対する超薄型・高エネルギー密度の要望が強まった

時期である。一方の海外市場では、中国市場やブラジル市場、東欧市場といった先進国以

                                                  
15 IT総研(2003a) 
16 日経産業新聞 1996.6.5掲載の電機メーカーのコメント。 
17 二次電池業界関係者へのインタビュー（2004.5月）による。 
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図 3-5 NEC製携帯電話（NTTドコモ向けデジタルムーバ）の容積、体積推移 
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出所：『週間東洋経済』2000.10.14、一部修正

外での需要増加が激しかった18。つまり、より安価なニッケル水素電池の需要が増加した時

期といえよう。 

 このような携帯電話側の要望に対し、三洋と松下電池の性能向上開発競争はどのように

なっていたであろうか。携帯電話用の角型リチウムイオン電池の開発では、表 3-1のように

三洋が先行していることが明らかである。角型電池は技術的な難易度が高く19、また円筒型

と生産ラインを共有することができない。つまり、円筒型でリチウムイオン市場に参入し

た両社にとって、角型電池の開発はハードルが高かったものと思われる。しかし、三洋は

1994 年に角型電池を投入し、それ以降も高性能化への投資を怠らなかった。一方の松下電

池が角型電池を投入したのは 1999年のことであった。しかも、通常の角型リチウムイオン

電池では三洋に水をあけられていたため、薄型が可能であるがエネルギー密度で劣るリチ

ウムポリマー電池を投入するに至った。結果として 2000年時点での松下電池の商品は、三

洋に見劣りするものであった。 

 このような三洋の投資戦略は、買収戦略から垣間見ることができる。三洋は 2000年に東

芝電池のニッケル水素電池事業を買収し、2002年にはリチウムイオン電池を主力とするGS

                                                  
18 米Cahners In-Stat Groupの 2000年 6月の発表による。また、電子情報技術産業協会の 2001年 1月の発表
では、中国の 2000年の需要数は対前年比 81.4％増の 3992万台であり、2005年には 9937万台になると予
測していた。 
19 円筒型とは違って圧力が均等にかからないため膨張に弱い。そのため高度なガス制御技術が必要になる。
また封口もかしめではなく、レーザー溶接で行なわなければならない。 
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表 3-1 角型リチウムイオン電池の開発状況 

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

•円筒型だけでなく、角型のラインも設置

•外装材を鉄からアルミに変えた角型電
池開発に成功、３０％の軽量化。

•増産分の４割を角型にし、角型でトップ。

• 96年に8.1mmだった薄さを4.6mmに。

•薄さを3.6mmに。

•両方の形状に投資できないため、円筒
型のみで参入。

•角型に対抗すべく、リチウムポリマー
（※）を商品化。3.6mmの薄さを実現。

三洋 松下電池

※リチウムポリマーは、リチウムイオンに比べて、エネルギー密度が小さい。

年

 

メルコテック20の経営権を取得した。それぞれの買収目的は、経営者のコメントから推測で

きる。ニッケル水素電池事業買収の記者会見席上で、三洋の井植敏雅取締役が「欧州など

海外では今後も（ニッケル水素電池の）需要拡大が見込める21」と説明したことから分かる

ように、海外市場で一定の需要が存在するニッケル水素事業を強化できれば、規模の経済

を活かせるようになる判断したと考えられる。一方、GSメルコテック買収の背景にはGSメ

ルコテックの技術、すなわち 5 年間かけて蓄積した携帯電話向け角型電池の材料に関する

実験データを入手することがあったと考えられる。実際、三洋と日本電池の合弁会社であ

る三洋GSソフトエナジーの大内仁社長は、「電池の開発は化学変化のデータをいかに蓄積で

きたかがすべて。2社のデータを統合すれば例えば 2年かかっていた開発が 1年で済むよう

になるはずだ」と述べている22。これらの買収はITバブル崩壊後に行なわれたものであるが、

それ以前から方針が出来上がっていたということは想像に難しくないであろう。つまり、

三洋は早い段階から、ニッケル水素電池とリチウムイオン電池の位置づけを明確にした上

で、開発資源を投入していたといえる。 

 しかしながら、なぜ両社の売上高の差が 2001年に急拡大したのであろうか。それ以前か

ら徐々に拡大していてもおかしくないのではないだろうか。その理由は、需給バランスの

推移（図 3-6）を見れば明らかである。2000年まではITバブルによって旺盛な二次電池需要

が続いており、需給バランスが逼迫していた。つまり、極端に言えば、作れば売れる状況

にあった。しかし、2001 年から急速に需要が減退し、買い手市場に変わった。事実、国内

大手携帯電話端末メーカーでリチウムイオン電池の調達に関与していた技術者は以下のよ

                                                  
20 1997年に日本電池と三菱電機とが設立した共同出資会社。携帯電話用角型電池に限れば三洋に次ぐ 2位
のシェアを占めていた。 
21 日本経済新聞 2000.10.05 
22 日経産業新聞 2003.8.20 
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図 3-6 角型リチウムイオン電池の需給バランス 

角型リチウムイオン電池需給バランス（単位：百万個）
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出所：IT総研(2003a)

うに説明している。「ITバブルの頃はリチウムイオン電池が導入されて需要が高まった最初

の時でした。ITバブル崩壊後に松下の採用機会が減ることになったのは事実です。当時は軽

さを最重要視していましたが、三洋はアルミ缶だったので軽かったからです。松下は円筒

型に力を入れていたのか、角型の軽量化に着手するのが遅かったようです。当時はまだ鉄

の缶でした。松下を意図的に減らしたというよりも、携帯電話の小型軽量化競争の激化の

中では、選択肢が限られ止むを得なかったのです23」。つまり、ITバブル崩壊によって需給

バランスが急速に緩和した結果、買い手の行動パターンは、「必要調達量を確保する」こと

から、「性能を比較して、アプリケーションにとって最適な電池を選択する」ように変わっ

てきたといえる。結果として、リチウムイオン電池、ニッケル水素電池ともに、需要家は

商品力の劣る電池メーカーの取引量を減らし、商品力で勝る三洋は取引量の削減を免れた

のである。 

 

5.2.3 三洋と松下電池と投資ポートフォリオ戦略をもたらした根本要因 

 では、投資額の大きい角型リチウムイオン電池の開発を、三洋が松下電池よりも早い段

階から進めることができたのはなぜだろうか。また、リチウムイオン電池とニッケル水素

電池の位置づけを明確にして、目的にあった投資を進めることができたのはなぜだろうか。

あるいは反対に、松下電池が遅れたのはなぜだろうか。松下電池がリチウムイオン電池の

                                                  
23 国内大手携帯電話端末メーカーにてデバイスの設計開発や調達に関与していた方への電話でのインタビ
ュー（2005.9.6）による。需給バランスのデータ、及び三洋、松下電池の売上高推移のデータに基づき設定
した「ITバブル期はアプリケーション側は必要調達量を確保することを重視していたが、ITバブル崩壊後
は二次電池の性能を重視して調達先を選別するようになった。その結果、小型・軽量化への開発競争に先

行していた三洋が調達量の削減を回避できた」という仮説を検証する目的でインタビューを行った。但し、

回答のバイアスを避けるために、インタビュー先には上記の仮説は告げずに、「ITバブル崩壊後に、三洋、
松下電池からの調達量はどう変化しましたか」、「ITバブル崩壊前後で、二次電池の調達において重視する
ことは変わりましたか」という質問のみを行った。 
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製品開発を強化したのは、1999 年に携帯電話向けリチウムポリマーを商品化した時点であ

る。しかし、1996年からリチウムイオン電池市場がニッケル水素電池を上回っている24こと

を考えると、1999 年以前からリチウムイオン電池強化の必要性を感じていたはずである。

それなのに強化できなかったということは、背後に構造的な問題でもあったのであろうか。 

 この要因を考えると、再び両社の組織構造の違いに行き着く。三洋の組織構造は事業本

部制であった。事業本部制のもとでは、傘下の事業部が手がける商品ポートフォリオ戦略、

つまり、成長戦略を採るか、育成戦略にするか、あるいは撤退するかなどは事業本部で考

えていた。三洋はこのような事業本部制を敷いていたため、リチウムイオン電池事業に小

型・軽量化、エネルギー向上という目標を与え、ニッケル水素電池には規模の拡大や生産

性向上によるローコスト化という目標を与えることができたのであろう。もちろん、リチ

ウムイオン電池事業がローコスト化を怠っていたり、ニッケル水素電池事業が性能向上を

怠っていたということではない。あくまでも優先順位を設定したという意味である。また、

比較的早い段階から角型リチウムイオン電池開発の投資原資を捻出できたということは、

ニッカド電池事業やニッケル水素電池事業が稼いだキャッシュを振り向けていたとも推測

できる。このように、初期段階では上手く機能しなかった事業本部制が、不確実性が低下

した段階では上手く機能し始めたのである。 

 一方の松下電池は事業部制であった。そのため、リチウムイオン電池の事業戦略はリチ

ウム蓄電池事業部で、ニッケル水素電池の事業戦略はアルカリ電池事業部で検討すること

になり、両電池の位置づけの検討や、それに応じた経営資源の移動などは行なえなかった

と考えられる。 

どの次世代技術が主流になるかが分からない段階では、既存企業は複数の技術に投資を

して、オプションを保持しておく有効性を説明した。また、その際には、不確実性が高く

て、一見投資効率が劣るような技術にも投資原資が回るように、独立性、自立性を与える

ことが必要であるとも説明した。しかし、市場が同一であるにもかかわらず複数の技術に

同じように投資をし続けるのは明らかに非効率である。重要なことは、どの技術が主流に

なるのかを早期に見極めて、ドラスティックに経営資源をシフトすることである。あるい

は、技術間のすみわけを明確にして、複数技術へ投資し続けても利益を生み出す商品ポー

トフォリオ戦略を考えることである。このようなことができるのは、複数の技術を一段上

の立場からマネジメントすることができる事業本部制であるといえよう（表 3-2）。 

松下電池によるドラスティックな経営資源のシフトが確認できたのは、2004 年 6 月に決

断したニッケル水素電池の国内生産からの撤退である25。実はこのとき平行して組織構造の

改革も進められており、同年 10月 1日付で、それまでニッケル水素電池、リチウムイオン

電池ごとに分かれていた事業部を、「小型二次電池ビジネスユニット」という一つの事業部

にまとめた（図 3-1、本章末尾掲載）。このように、複数の技術を総合的にマネジメントで

                                                  
24 IT総研(2003a)のデータを用いて算出 
25 日本経済新聞 2004.6.20 
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表 3-2 既存企業の段階別成功要因と、三洋と松下電池の対応 

初期段階
次世代の主流技
術の見通しが不
透明な段階

一定期間後
次世代の主流技
術の見通しが
立った段階

複数技術の選択
に耐えうるだけの
キャッシュを投入
し、組織に独立性
を持たせて投資
判断を行わせる。

早期に、複数技
術の位置づけを
明確にし、総合的
にポートフォリオ
（資源移動、非主
流技術の撤退な
ど）を考える。

キャッシュの
投入

独立性・自
立性の付与

位置づけの
明確化

総合的
マネジメント

段階 成功要因

○

×

○

○

三洋

×

○

×

×

松下電池

Li-ionで
両社とも
ソニーに
遅れる

三洋と
松下電池
の成否を
分ける

 

きる組織構造への見直しが進められていたことも、ニッケル水素電池の国内生産撤退とい

う意識決定につながったものと考えられる。 

ちなみに、三洋はというと、松下電池の組織改革よりも 3年も前に次の手を打っている。

三洋は 2001年 4月にそれまでのニッケル水素電池、リチウムイオン電池といった技術別の

事業部制を解体し、調達、生産、営業など機能別の組織構造に変更していた26（図 3-6、本

章末尾掲載）。 

 

 

                                                  
26 日経産業新聞 2001.5.18 
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図 3-1 松下電池の組織構造の変遷と、主要変更点 
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電 源 機 器 事 業 部

社　
　
　
　
　
　

長

応 用 機 器 事 業 部

太 陽 電 池 事 業 部

部 材 事 業 部

営業ビジネスユニット

乾電池ビジネスユニット

リチウム一次電池ビジネスユニット

応用機器ビジネスユニット

技 術 開 発 セ ン タ ー

一次電池社

社　
　
　
　
　
　

長

プ ロ セ ス 開 発 セ ン タ ー

営業ビジネスユニット

リチウム二次電池ビジネスユニット

アルカリ蓄電池ビジネスユニット

蓄電池ビジネスユニット

二次電池社

電源機器ビジネスユニット

営業ビジネスユニット

乾電池ビジネスユニット

リチウム一次電池ビジネスユニット

応用機器ビジネスユニット

技 術 開 発 セ ン タ ー

一次電池社

社　
　
　
　
　
　

長

プ ロ セ ス 開 発 セ ン タ ー

営業ビジネスユニット

小型二次電池ビジネスユニット

蓄電池ビジネスユニット

ｼｽﾃﾑ電源ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ

二次電池社

•一次電池（マンガン、アルカリ）、他

•リチウム一次電池、リチウム二次電池、他

•自動車用鉛蓄電池、産業用鉛蓄電池、他

•ニッカド電池、ニッケル水素電池

•設備用電源装置、充電池、他

•懐中電灯、釣用品、自転車用品、他

•太陽電池、太陽光発電システム、他

•炭素棒、亜鉛缶、封口板、他

1995年時点

2002年時点

（主要な変更点）

• 1997年に、「リチウム電池
事業部」を、一次電池と二
次電池に分離した。

• 2002年に「一次電池社」と
「二次電池社」を発足した。

2004年時点

（主要な変更点）

• 2004年10月1日付けで、
「リチウム二次電池ビジネ
スユニット」と「アルカリ蓄
電池ビジネスユニット」を
統合し、「小型二次電池ビ
ジネスユニット」を発足さ
せた。

出所：同社の会社案内、およびホームページより作成
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図 3-2 1995年当時の三洋の組織構造（1994年 12月 1日付けで編成） 
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コンプレッサー事業部

産業ｼｽﾃﾑ技術開発研究所

環境システム事業部
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フードシステム事業部

情報機器開発研究所
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半導体技術開発研究所

TR事業部
厚膜事業部

BIP-LSI事業部
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トワイセル事業部

カドニカ事業部

リチウム電池事業部
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空 調 冷 機 事 業 本 部

産業システム事業本部

情 報 機 器 事 業 本 部

情報システム事業本部

半 導 体 事 業 本 部

ソフトエナジー事業本部

社　
　
　
　
　
　
　
　
　

長

会　
　
　
　
　
　
　
　
　

長

取　
　

締　
　

役　
　

会

監　
　
　
　

査　
　
　
　

役

監　
　

査　
　

役　
　

会

経営戦略室

事業開発室

研究開発本部

中国代表処

「トワイセル事業部」はニッケル水素電池、「カドニカ事業部」ではニッカド
電池、「リチウム電池事業部」ではリチウムイオン電池を担当している。

（著者注）

出所：1995年度三洋電機有価証券報告書
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図 3-6 2001年の三洋ソフトエナジー事業本部での組織改革（必要部分のみ抜粋） 
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長

• 要素技術担当

××開発研究所

・・・事業部

・・・事業部

× × 事 業 本 部

1995年時点

テクノロジー事業部

CRM事業部

SCM事業部

オペレーション事業部

・・・・事業部

・・・・事業部

• ニッケル水素電池担当

• ニッカド電池担当

• リチウムイオン電池担当

• 要素技術担当

• 営業/技術提案/使
用決定担当

• 受発注/生産・物流
ｼｽﾃﾑ担当

• 製造担当

2001年時点

（主要な変更点）

・製品・技術軸で分けた組織構造を機能軸で分けるように変更した。

出所：2001年時点の組織図は日経産業新聞 2001.5.18の推測を図式化
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第 4章 まとめ 
 

4.1 既存企業が防御に成功するためのメカニズム 

以上で分析した、既存企業が防御に成功するためのメカニズムをまとめると、以下のよ

うになる。 

 

• 次世代の主流技術の見通しが不透明な段階では、既存企業は技術選択ミスによ

る影響を最小限にするために、複数技術に投資してプレー権を留保する。 

• 複数の新規企業がそれぞれ異なる技術を選択した場合は、それぞれの技術に対

応するために、初期段階では相応の投資原資を用意しなければならない。また、

不確実性の高い技術にも投資原資が回るように投資判断の独立性を与えなけ

ればならない。 

• 主流技術が明らかになった段階では、両技術の開発目的を明確にして、総合的

に技術ポートフォリオを考えなければならない。場合によっては、一方からの

撤退を考えることも必要である。これが早期にできるかで、成否が決まる。 

• しかし、それぞれの技術に関する事業部が独立採算で運営されている場合は、

迅速な経営資源の移動を行えない。それら事業部を束ねる単位（例えば、事業

本部）でポートフォリオ戦略を考えるべきである。 

• このように段階ごとに組織のマネジメント方法を変更できる能力が、既存企業

が防御に成功するために必要なのである。 

 

4.2 既存企業が次世代技術戦略を検討するためのフローチャート 

 二次電池業界は技術と市場の関係がシンプルであるため、上記のメカニズムはかなり汎

用性が高いと考えられる。しかし、企業の技術戦略担当者にとっては、理論としては理解

したものの、いざ自社の技術戦略に活用する場合には、何から検討を進めればいいか悩む

かもしれない。そのため、「研究」の域を逸脱するかもしれないが、検討手順をフローチャ

ート化することに試みたい。 

 検討手順のフローチャートを図 4-1にまとめる。 

 技術の断絶期になければ、新規企業が参入に成功することは困難である。そのため、既

存企業は自分の得意な土俵で勝負を続ければよく、あえて次世代技術を投入しようなどと

は考えずに、従来技術の性能向上を継続すればいい。しかし、技術の断絶期であれば、新

規企業の参入に対抗せざるを得なくなるため、次世代技術を用いた製品投入を検討しなけ

ればならない。もし、可能性のある次世代技術が 1 種類だけの場合であれば、その技術を

選択すればいい。新規企業と同じ行動を採っていれば、それまでのリードを逆転さえるこ

とは考えられないからだ。 

複数の技術が存在していても主流技術が明らかであれば、上記と同じ理由で、既存企業
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は主流技術を選択すればよい。但し、非主流技術が将来的に脅威になる可能性があれば、

迅速に乗り換えることができるように、研究開発だけでも行っておく必要があるだろう。 

 次世代技術として複数の技術が存在し、しかもどの技術が主流になるかが分からない場

合で、かつ新規企業がそれぞれの技術を選択して参入を伺っている場合は、対応が複雑に

なる。ちょうど、二次電池業界で、東芝電池とソニーが、異なる技術をもって参入してき

たのと同じ状況である。そのような場合は、両方の技術を選択せざるを得ないだろう。片

方の技術に賭けた場合に、見込みが違ったことで失うものがあまりにも大きすぎるからで

ある。両方の技術を選択するということは、一時的に多大なキャッシュを用意しなければ

ならないが、それはオプション料を割り切ればよい。重要なことは、主流技術が明らかに

なった時点で、経営資源の大幅シフトを行うことである。 

何らかの制約条件によってキャッシュが用意できない場合は、両方の技術を選択しても

中途半端で終わってしまう。その場合は、どちらかの技術に賭けるしかないだろう。運良

く、将来その技術が主流になれば問題はないのだが、ここでの大前提として、事前に主流

技術を予測できないことがある。そのため、他方の技術が主流になってしまった場合の対

応策を考えていなければならない。具体的には、すぐに他の技術に乗り換えられるように、

その技術が蓄積されていることと、既に事業化で先行している競合企業にすぐに追いつく

ために、事業化に必要な流通チャネルや顧客基盤等の補完的資産も保有していることが大

切である。このような状態を構築するためには、他の技術を手がけた新規企業と相互に OEM

供給を行いつつ、内部ではその技術の性能向上のための研究開発活動を行うことが考えら

れるであろう。 
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図 4-1 「既存企業の防御の成功要因」の検討手順のフローチャート化 
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